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１．はじめに 

 

1990年、「交通整備制度（土木学会）」1)が、交通に関わる

理論的・実証的な政策科学としての体系化を目的として刊

行された。同書でも述べているように、「委員会設置以来、

交通流や交通需要等の現象分析とその理論構成、予測・評

価方法論や計画プロセスの研究、各種交通施設計画の代

替案や計画コンセプトの提言等の広範な研究成果は、実務

としての交通計画の中に定着し、計画の科学化とより良い交

通サービスの提供に大きく貢献してきた」と言える。また、

「フィジカルな計画を支援し、科学化する研究成果に比して、

事業制度そのものを再構築するための研究が土木計画学

研究委員会の活動の中で十分におこなわれてきたとはいい

難い」とも記されている。 
本稿は、「交通整備制度」以降の土木計画学分野におけ

る制度研究を整理し、今後への展望を考察するものである。 
 
 

２．「交通整備制度」に示されている研究課題例 

 
「交通整備制度」は、鉄道、空港、港湾、道路、街路、新交

通・バス、駐車場の交通施設をとりあげ、それぞれが事業制

度の解説と、制度の課題および研究課題例との2章で構成

されている（港湾をのぞく）。 
研究課題について、同書では、 

1) 国際比較研究 
2) 制度の歴史研究 
3) 費用負担の実態分析 
4) 便益帰属の実態分析 
5) 事業制度の影響分析 

・ 施設供給 
・ 供給者の意向分析 
・ 影響波及過程 
・ 事業制度の評価手法 
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6) 事業制度のための基礎となる現象分析 
・ 地価の決定メカニズム 
・ 土地利用の決定メカニズム 
・ 料金制度による利用者行動分析 
・ 複合的空間の経済効果、利用者行動、心理

効果 
7) 新しい事業制度の提案 

・ 事業制度論 
・ 新制度の提言と論拠 

8) その他 
・ 制度間の不整合性 
・ 市場機構(供給面)からみた制度上の問題点 
・ 需要面からみた制度上の問題点 
・ 前節までの論議の再構築 
・ 交通関連法規制のコンピュータ検索システム

の構築 
等の分類を横断的な軸として、施設ごとに研究課題が例示

されている。 
 
 

３．土木計画学分野における制度研究 

 
1990年代から生じた需要追随の大規模投資から戦略的

投資への転換、サービス供給者の民営化、財源制度問題な

どの社会資本を取り巻く環境の変化、財政制約、社会資本

整備の限界効果の低下等の顕在化に伴う投資効率化への

要請などに対して、土木計画学分野では高水準の定量的技

法を開発、提案し、少なからず制度改革の議論に対して重

要な知見を与えてきたことは言うまでもない。交通や社会資

本に関わる需要予測、費用便益分析等の計量分析は、同対

象の異学問分野のそれらに比しても優れた研究成果を挙げ

ている。各著者らの制度設計への展開意図の有無にかかわ

らず、上述の「交通整備制度」が示している制度研究課題に

照らしてみると、3)～6)に該当する研究が数多く報告されて

いる。特に4)については、便益帰着構成表（例えば森杉

(1989)2）、上田・森杉(1997)3)）を代表とする費用便益分析の

新たな枠組み、分析事例の提案によって、広く事業化プロ

セスに浸透していることは、著者が記すまでもない。 
 



以下では、上述のその他の項目（1）、2)、7)）について、こ

こ10数年の土木計画学研究論文について概観する。なお、

ここでは、明確に制度研究を対象としていることを付記して

おく。 
まず、交通制度の国際比較あるいは歴史研究の事例とし

て松中ら(1998)4)が挙げられる。ここでは、広くまた歴史的な

経緯もさかのぼって、交通財源の実質的負担者についての

比較を行っている。また国内に限って各モード間の財源構

成を比較した研究5)も同著者らによってなされている。 
費用負担あるいは便益配分については、榊原ら(1999)6)

があり、ゲーム論アプローチを適用し適正な便益配分と、費

用負担のルールの提案を試みている。 
利権者が複雑に存在する都市計画制度についても、同

様にゲーム論アプローチを試みている秀島ら(1997)7)の研

究も事業プロセスに対する制度設計には重要な視点を示し

ている。同じく都市計画制度については、林ら(2002)8)が明

示的に税制等の関連制度について国際比較に基づいて言

及している。 
空港・航空の分野においては財源・制度論として運行補

助を対象とした喜多ら(1999)9)の研究や、航空規制緩和政策

の事後的な評価を行った神田ら(2006)10)の研究もある。 
これらのように明示的に新たな制度の提案を目的とした

研究には国際比較・異モード比較の観点、ゲーム論の応用、

定量的な影響実態分析等の観点からのアプローチがとられ

ているに留まる。また対象とされるモードも限定されており、

制度研究について本分野においても、未だ余地が残されて

いると考えられる。 
その一方で、近年明確に制度設計をなそうとする研究論

文も見受けられる。必ずしも本稿が対象としている交通事業

制度に関するものではないが、官民のパートナーシップを

対象とした大西ら(2007)11)、国土計画を対象とした福本(200
5)12)、需要予測の信頼回復を対象とした福本(2006)13)の研究

は、土木計画学における制度設計という分野の、大きな発

展へのきっかけとなると考えられる。 
 
 
４．おわりに 

 
本稿は、土木計画学分野における制度研究について、改

めて必要性の認識、取り得るアプローチとその研究事例に

ついて簡単に整理したものである。今後の制度研究のさら

なる議論に向けての一助になれば幸いである。 
ただし、本稿で紹介した研究例等については、著者が知

りうる範囲の研究論文から制度に関わる研究論文を掲載し

たものであり、その他の数多くの研究論文の意図をくみ取れ

ていない可能性もある。著者のまったくの独断であること、

不勉強であることをお許し願いたい。 
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